





のひとつに、不眠の認知行動療法 Cognitive behavioral therapy for insomnia（CBT-I)が
ある。先行研究によると CBT-I は不眠の改善のみならず、心理的ストレスの軽減にも効果

































患、身体疾患のいずれも該当しない 130名が無作為に介入群 65名、対照群 65 名に割




査票に回答したものは介入群 65名中 55名(85%)、コントロール群 65名中 54 名(83%)
であった。ITT解析の結果、全参加者を対象とした解析では、K6、ISIともに Time×
Group（介入群・コントロール群）交互作用は有意ではなかった。また、ベースライン






















の K6 得点は平均 4.6 点とストレスの程度が軽かったため、期待される効果が示されな
かったのかもしれない。またその他の理由として、本研究参加者は一般労働者の集団で
あった。よって、CBT-I実施に対する動機づけが不十分であったこと、モチベーション
が高くなかった可能性も考えられる。しかし CBT-Iよりも簡便で事業場で実施可能な睡
眠教育は、労働者の不眠のみならずストレスを軽減させることを示唆した本研究は大き
な意義があるといえる。不眠に対する介入として一般的に用いられるのは、睡眠導入剤
を用いた薬物治療であるが、持ち越し効果による注意力の低下といった問題があるため
労働者に対する介入の第一選択としにくい。そのため、本研究の介入が非薬物的アプロ
ーチであることは、さらにその重要性を押し上げていると考えらえる。 
本研究の限界として以下が挙げられる。 
1、参加者の属性が IT関連企業のホワイトカラー労働者に限られていた。 
2、評価指標は主観的評価に限られた。 
3、研究による参加者への負担を最小限にするため、アウトカムや調整要因に関する質
問票調査は必要最小限なものに制限された。 
4、コントロール群にも早めに同様の保健サービスを提供する必要があっため評価期間
は 3ヵ月と短い期間となった。 
本研究において、不眠を呈する労働者に対する CBT-Iの原則に基づいた簡便な睡眠教育
は、ストレスを抱える労働者の有意なストレス軽減効果があることが示された。よって、
教育プログラムは職場でのストレス対策として有効である可能性がある。今回の結果の
一般妥当性を高めるためには，広範囲の職種や年齢の労働者を対象としたより広範囲の
職種や年齢の労働者を対象としたより長期間のフォローアップ期間を有する RCT がお
こなわれる必要がある。 
